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浸水が想定される区域にかかる課題について

1

○ 洪水浸水想定区域の指定についての課題としては、

① 洪水予報河川及び水位周知河川において、想定最大規模降雨に対応した洪水浸水想定区域を
指定している都道府県管理河川が８割に留まっている（令和元年１０月時点）。

② 洪水浸水想定区域の指定が求められる洪水予報河川や水位周知河川以外の中小河川につい
て、浸水が想定される範囲の周知が進んでいない。

国
管
理

都
道
府
県
管
理

洪
水
予
報
河
川

水
位
周
知
河
川

そ
の
他

河
川

洪水浸水想定区域 指定済み

【水防法第14条】

４４８ 河川

１,６４４河川

洪水浸水想定区域 指定済み

【水防法第14条】

１,２９１ 河川

洪水浸水想定区域 未指定

３５３ 河川

４４８河川

約19,000河川
浸水実績等 【水防法第15の11】

公表が一部の市町村に留まっている

課題①

課題②

都道府県管理の洪水予報河
川・水位周知河川において、
想定最大規模降雨に対応し
た洪水浸水想定区域を指定
していない河川が存在。

防災・減災、国土強靱化のため
の３カ年緊急対策等で推進

洪水予報河川や水位周知河川
以外の河川で、浸水が想定され
る範囲の周知が進んでいない。

本委員会で検討

※ 想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域の河川数
うち、３２４河川で計画規模の降雨に対応した
浸水想定区域を指定済み
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洪水予報河川や水位周知河川以外の河川における浸水

○水防法に基づき、「想定し得る最大規模の降雨」に対応した洪水浸水想定区域を指定する
こととされている洪水予報河川や水位周知河川以外の河川において、令和元年１０月に発
生した台風第１９号では河川氾濫による浸水被害が発生しており、リスク空白域における適
切な洪水浸水リスクの提供に課題。

阿武隈川水系阿武隈川洪水浸水想定区域図
（想定最大規模）平成２８年６月１０日

 10月14日18時時点で国土地理院で収集した情報と標高データを用い
て、浸水範囲における水深を算出して深さごとに色別に表現した地図

 実際に浸水のあった範囲でも把握できていない部分、浸水していない
範囲でも浸水範囲として表示されている部分がある

台風第19号浸水推定図（国土地理院作成）

凡例

×：人的被害箇
所
出典：静岡大学防災総合セ
ンター牛山教授レポートより

×

×
×

×

阿武隈川水系阿武隈川洪水浸水想定区域図
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洪水予報河川や水位周知
河川以外の河川の氾濫に
より浸水被害が発生して
いるエリア



台風第１９号における決壊河川（７１河川）のうち都道府県管理河川（６７河川）の指定状況

※１:水位周知河川等とは水防法で指定される洪水予報河川、水位周知河川

※２洪水予報河川、水位周知河川、洪水浸水想定区域の指定状況は平成３１年度末時点

○ 台風第１９号における都道府県管理の決壊河川（６７河川）のうち４３河川が、洪水予報河
川及び水位周知河川以外の河川であった。

都道府県 決壊河川数 水位周知河川等
の河川数

その他河川数

宮城県 18 4 14

福島県 23 9 14

茨城県 4 3 1

栃木県 13 6 7

埼玉県 2 0 2

新潟県 2 2 0

長野県 5 0 5

合計 67 24 43

※１※２
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「中小河川の水害リスク評価に関する技術検討会」の概要

水防法に基づく浸水想定区域に指定されていない中小河川は、浸水が想定される区域設定に必要な河川の横断データ
等が計測されていない場合が多いことから、このような場合でも浸水が想定される範囲などが設定できるよう、手法の
技術的な検討を行うために、「中小河川の水害リスク評価に関する技術検討会」を設置。

＜背 景＞

 洪水予報河川及び水位周知河川以外の都道府県管理の

河川（以下、その他河川）が、令和元年１０月の台風第１９

号等の豪雨で氾濫するなどして、沿川地域に被害が発生。

 一方、その他河川について、航空レーザ測量の結果を用

いた水位計算により簡易に浸水範囲を推定する手法等が

開発されている。

 複数の県において、簡易な手法によりその他河川の水害

リスク評価を県独自に実施しているが、多くの県で未実施。

委 員 安喰 靖 国土地理院 応用地理部 環境地理情報企画官

池内 幸司 東京大学大学院工学系研究科 教授 【座長】

浦瀬 俊郎 長崎県 土木部 河川課 課長

光信 紀彦 静岡県 交通基盤部 河川砂防局長

舛谷 成幸 宮城県 土木部 河川課長

黒良 龍太 気象庁 予報部予報課 気象防災推進室 室長

小林 健一郎 神戸大学 都市安全研究センター 准教授

田中 茂信 京都大学 防災研究所 教授

田端 幸輔 中央大学 研究開発機構 准教授

永矢 貴之 建設コンサルタンツ協会河川計画専門委員会長

服部 敦 国土技術政策総合研究所 水防災システム研究官

速水 茂喜 滋賀県 土木交通部 流域政策局 流域治水政策室長

角田 秀樹 千葉県 県土整備部 河川環境課長

※敬称略 五十音順＜メンバー＞

＜論 点＞

（基本的な考え方）
 国がレーザー測量を用いた簡易な評価手法について技術的な検討
を実施し、検討結果を手引きとしてとりまとめ。

 この手引きに沿って、実施主体である都道府県が、「その他河
川」について浸水が想定される範囲等の評価・公表が順次進めて
いけるよう、国が都道府県に対し技術的助言を実施。

 市区町村はこれに基づき水害ハザードマップとして住民等へ周知。

（技術検討会での議題）
・中小河川の簡易な水害リスク評価手法に関する技術的な検討
・簡易的な水害リスク情報作成の手引きの作成

＜検討スケジュール（予定）＞

■第１回検討会（１月7日開催）
・簡易的な水害リスク評価手法の検討
・都道府県アンケート結果の報告

■第２回検討会（３月２５日開催）
・「小規模河川の簡易的な浸水想定図作成の手引き
（仮称）」素案を提示

■第３回検討会（５月２５日開催）
・「小規模河川の氾濫推定図作成の手引き
（仮称）」案をとりまとめて提示
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◯航空レーザ測量データを用いて、河道及び氾濫原を概略的に測量
◯ 「流下型」「貯留型」「拡散型」の３種類の氾濫形態に分類することで、計算の負担を軽減。

「小規模河川の氾濫推定図作成の手引き」の公表

◯ 小規模河川では、氾濫計算に必要な河川横断データ等が計測されていない場合が多く、浸水が想定される範囲等の
計算に課題。

◯ これらの河川でも浸水が想定される範囲等を計算できるよう「中小河川の水害リスク評価に関する技術検討会」を開催
し、検討結果を「小規模河川の氾濫推定図作成の手引き（仮称）」としてとりまとめ（令和２年６月）。

＜手引きの概要＞

１章 総説（目的、適用範囲等）
２章 氾濫推定図作成のフローと本手引きの対象範囲

距離標βの断面

距離標αの断面

距離標βの洪水位

距離標αの洪水位

：内挿節点

内挿節点ごとの洪水位
（直線補間）

距離標αにおける
地表面との交点

：地表面との交点
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３種類の氾濫形態

航空レーザ測量によるLPデータの整備

河道－氾濫原一体型の水位計算を用いた氾濫域の推定


